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　男鹿市では、市財政の実態とその諸施策について、市民の皆様にご理
解いただき、市政の発展についてご協力をお願いするため、「男鹿市財
政報告書の作成及び公表に関する条例」第２条の規定に基づき、年２回
（６月・１２月）公表を行っています。
　今回は、同条例第３条第２項の規定により、令和４年度の決算状況と
令和５年度上半期の予算執行状況等の概要を公表するものです。



市税の合計は31億9,338万円で、歳入全体の

17.6％を占めています。

前年と比較すると1,046万円増加しています。

－ 歳入及び市税の内訳 －

令和４年度の一般会計決算額は、歳入総額181億545万円、歳出総額176億4,002万円で、差引額は4億
6,543万円となりました。

このうち1,112万円を繰越事業の財源として翌年度へ繰り越し、2億3,000万円を財政調整基金へ積み
立て、残額の2億2,431万円を純繰越金として翌年度へ繰り越しました。

令和４年度は、歳入では、臨時財政対策債の減や男鹿駅周辺整備事業の終了などによる市債の減、子
育て世帯等臨時特別支援事業費補助金などの減による国庫支出金の減、普通交付税の減による地方交付
税の減などにより、3億2,264万円、1.8％の減（令和３年度歳入総額184億2,809万円）、歳出では、子
育て世帯や非課税世帯等に対して生活支援を行うために給付した臨時特別給付金の減や、男鹿駅周辺整
備事業の終了などにより、3億3,416万円、1.9％の減（令和３年度歳出総額179億7,418万円）となって
います。

●税目別の内訳は次のとおりです。()内は対前年比

・市 民 税 9億8,259万円（＋ 0.4％）
個 人 7億8,878万円（△ 2.6％）
法 人 1億9,381万円（＋14.7％）

・固定資産税 18億7,928万円（△ 0.5％）
うち国家石油備蓄基地関係分

6億8,391万円（△ 3.7％）
・市たばこ税 1億9,897万円（＋ 3.7％）
・そ の 他 1億3,254万円（＋ 6.9％）

入 湯 税 2,236万円（＋10.5％）
軽自動車税 9,839万円（＋ 2.8％）
鉱 産 税 1,179万円（＋47.1％）

●入湯税は次の事業に活用しています。
◇温泉供給施設管理費 118万円
◇観光施設整備・観光振興費 2,070万円
◇環境衛生施設整備費 16万円
◇消防施設整備費 32万円

●森林環境譲与税が充当されている経費
【歳入】森林環境譲与税 2,545万円
【歳出】森林環境譲与税基金への積立

2,550万円

※森林環境譲与税基金を活用した事業
森林経営管理意向調査業務委託料 115万円
森林作業道整備工事 448万円
森林情報デジタル化推進事業費負担金621万円
森林GISシステム負担金 17万円
間伐材有効活用事業費補助金 785万円

市民税(30.8%) 

9億8,259万円

固定資産税(58.8%) 

18億7,928万円

市たばこ税(6.2%)

1億9,897万円

その他(4.2%)

1億3,254万円

市税の内訳

令和４年度 一般会計決算の概要

【地方消費税交付金が充当されている経費】

消費税・地方消費税率の引上げ分の地方消費税交付金について
は、社会保障施策に要する経費に充当するものとされています。
一般会計決算における充当の状況は下記のとおりです。

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分） 3億5,993万円
【歳出】社会保障施策に要する経費 62億5,360万円

・社会福祉
（老人福祉事業、障害者支援事業、児童福祉事業、

生活保護事業など）

1億6,841万円
・社会保険

（介護保険事業、国民健康保険事業、後期高齢者医療事業など）

1億5,651万円
・保健衛生

（医療給付事業、保健衛生事業、感染症予防事業、母子保健事業、

健康増進事業など）

3,501万円
※各事業に要する一般財源の比率に応じ、按分して充当しています。

自主財源 53億9,020万円 (29.8%)   

依存財源 127億1,525万円 (70.2%)   

市税(17.6%)

31億9,338万円

繰入金(4.5%)

8億850万円

諸収入(2.6%)

4億7,286万円

繰越金(1.5%)

2億6,291万円
その他(3.6%)

6億5,255万円地方交付税(39.5%) 

71億4,481万円

国庫支出金(14.9%) 

26億8,846万円

市債(4.6%)  

8億3,851万円

県支出金(6.1%) 

11億327万円

地方消費税交付金(3.5%)   

6億3,831万円

その他(1.6%)

3億189万円

歳入合計 181億545万円

歳入
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－ 歳出の内訳 －

人件費(12.8%) 

22億5,582万円

物件費(13.5%)   

23億8,672万円

扶助費(18.8%) 

33億1,497万円

公債費(9.0%)   

15億8,283万円

補助費等(21.3%) 

37億6,570万円

建設事業費(7.9%) 

13億9,193万円

繰出金(7.5%)   

13億2,044万円

その他(9.2%)   

16億2,161万円

（災害復旧事業
費含む）

総務費(14.4%) 

25億4,812万円

民生費(32.8%) 

57億8,650万円

衛生費(10.1%)  

17億8,921万円

農林水産業費(5.3%) 

9億3,475万円

商工費(7.0%) 

12億3,374万円

土木費(7.3%) 

12億8,136万円

消防費(5.1%) 

8億9,620万円

教育費(7.9%) 

13億8,607万円

公債費(9.0%)

15億8,283万円

その他(1.1%) 

2億124万円

歳出合計 176億4,002万円

歳出
【目的別】

【主な事業】

総 務 費 10万3,958円

民 生 費 23万6,078円

衛 生 費 7万2,996円

農林水産業費 3万8,136円

商 工 費 5万 334円

土 木 費 5万2,277円

消 防 費 3万6,563円

教 育 費 5万6,549円

公 債 費 6万4,577円

そ の 他 8,210円

市民一人当たりに使った経費
総額 71万9,678円

土 地 30,532,097㎡

建 物 190,362㎡

山林(立木) 340,720㎥

有価証券 3,348万円

出 資 金 2億3,116万円

市有財産の状況

男鹿産農産物生産拡大等事業
1,802万円

アフターコロナに対応した地場産
品販売事業 1,615万円
農業担い手育成事業 550万円
男鹿の海育てる漁業定着支援事業

229万円

産業の振興

歳出
【性質別】

暮らしを支える地域交通整備事業
1億7,854万円

コンビニ収納等システム導入事業
1,942万円

交通通信体系の整備、

情報化及び地域間交流の促進

人口減少対策

庁舎大規模改修事業 3億4,415万円
児童福祉施設整備事業 5,846万円
妊娠・出産・育児包括支援事業

1,201万円

地域文化の振興

脇本城跡保存整備事業 1,159万円
ジオパーク推進事業 675万円
郷土の偉人顕彰事業 314万円

集落の整備

コミュニティ活動推進補助金事業
332万円

未来へつなぐ「人づくり」事業
103万円

教育の振興

小中学校ICT授業環境高度化事業
4,182万円

船越小学校整備事業 3,960万円
学校給食調理等業務委託事業

2,931万円

がん検診推進事業 1,885万円
健康ポイント事業 116万円

医療の確保

福祉医療給付事業 1億9,969万円
地域敬老会助成事業 525万円

地域共生と福祉の増進

空き家等対策推進事業 2,603万円
斎場大規模改修事業 667万円

生活環境の整備

新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金活用事業

緊急宿泊支援事業 8,631万円
プレミアム付商品券補助事業

7,074万円
緊急観光施設利用促進事業

6,231万円
くらし支援給付金給付事業

4,077万円

物価高騰対策事業

電力・ガス・食料品等価格高騰緊急
支援給付金給付事業 2億3,426万円
漁業者等燃油価格高騰緊急対策事業

253万円
配合飼料価格差補てん緊急支援事業

144万円
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※介護保険事業特別会計は、保険事業勘定と介護サービス事業勘定の合算
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－ 企業会計の状況－
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病院事業会計
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農業集落排水事業会計

下水道事業会計

ガス事業会計

上水道事業会計

一般会計

15億6,856万円

4億471万円

1億6,123万円

78億6,887万円

2億9,004万円

19億228万円

129億451万円

現在高
億円

－ 市債の現在高 －

総額 251億20万円 （令和４年度末現在）

対前年度末比 △13億7,594万円

※令和５年度より下水道事業会計、農業集落排水

事業会計、漁業集落排水事業会計を統合。
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【 解 説 】 

 

令和４年度一般会計決算の状況 

１ 決算規模と収支の状況 

一般会計決算額は、歳入が 181 億 544 万 7 千円、歳出が 176 億 4,002 万 2 千円となり、前年度と

比較すると歳入では 1.8％、歳出では 1.9％それぞれ減となった。 

次に、歳入歳出差引額は 4億 6,542 万 5千円となり、前年度と比較すると 1,151 万 8 千円（2.5％）

の増となった。翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた、実質収支額では 4 億 5,431 万 1 千円とな

り、前年度と比較すると 7,274 万 2 千円（19.1％）の増となり、令和４年度決算における実質収支

額は黒字となっている。 

 

決算規模と収支の状況 

（単位：千円、％） 

歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額
翌年度へ繰り越
すべき財源

実質収支額

令和４年度 18,105,447 17,640,022 465,425 11,114 454,311

令和３年度 18,428,089 17,974,182 453,907 72,338 381,569

増減額 △ 322,642 △ 334,160 11,518 △ 61,224 72,742

増減率 △ 1.8 △ 1.9 2.5 △ 84.6 19.1  

 

２ 歳入決算の状況 

（１）総括 

 歳入決算額を前年度と比較すると、3億 2,264 万 2 千円（1.8％）の減となった。 

これは、繰入金などでは増となったものの、市債や国庫支出金、地方交付税などが減となったこ

とによるものである。 

なお、財源不足を補うため財政調整基金から 7億 3,398 万 4 千円を取り崩している。 

 

（２）財源の性質別分類 

 自主財源を前年度と比較すると、歳入全体に占める割合は 4.0 ポイント増の 29.8％、総額では 6

億 5,376 万 9 千円の増となっている。これは、財政調整基金の取り崩しの増などにより繰入金で 6

億 9,419 万 3 千円の増となったことなどによる。 

 一方、依存財源を前年度と比較すると、歳入全体に占める割合は 4.0 ポイント減の 70.2％、総額

では 9 億 7,641 万 1 千円の減となっている。これは、市債で 6 憶 2,330 万 1 千円、国庫支出金で 1

憶 4,451 万 9 千円、地方交付税で 1 億 3,460 万 6 千円の減となったことなどによる。市債の減は、

臨時財政対策債の減や男鹿駅周辺整備事業の終了などによるものである。国庫支出金は、子育て世

帯等臨時特別支援事業費補助金などの減によるものである。地方交付税は、普通交付税の減による

ものである。  
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（３）市税の状況 

 個人市民税、固定資産税は減となったものの、法人市民税、軽自動車税、市たばこ税、鉱産税、入

湯税が増となったことにより、市税総額で前年度より 1,045 万 9千円（0.3％）の増となった。 

 市民税では、個人市民税において、農業所得等の減などによる減があったものの、法人市民税に

おいて、主に製造業で企業収益が大幅に増となったことなどにより 373 万 1 千円の増となった。 

固定資産税では、新型コロナウイルス感染症に係る減免措置の終了や家屋の新・増築などにより、

純固定資産税が 1,697 万 3 千円の増となったものの、国有資産等所在地交付金では 2,596 万 7 千円

の減となり、全体では 899 万 4 千円の減となった。 

軽自動車税は、旧税率から標準税率、重課税率への移行により 270 万 8千円の増となった。 

 市たばこ税は、税率引上げの平準化により、711 万円の増となった。 

鉱産税は、課税単価の増加により、377万 4 千円の増となった。 

入湯税は、宿泊客の増により、212 万 9千円の増となった。 

  

（４）地方交付税の状況 

 地方交付税は前年度と比較すると、普通交付税で 2.7％減の 61億 9,153 万 9 千円、特別交付税で

3.8％増の 9 億 5,326 万 6 千円となっており、総額では 1.8％減の 71 億 4,480 万 5 千円となってい

る。 

 普通交付税では、基準財政需要額において、高齢者保健福祉費（65 歳以上人口）で、養護老人ホ

ーム措置人数の減や単位費用の減、同（75 歳以上人口）で、国勢調査 75歳以上人口の減や単位費用

の減などにより減となったほか、令和 3 年度において追加交付された、臨時財政対策債償還基金費

が令和 4年度では算定されていないことから、前年度より 1億 6,986 万 1千円の減となった。 

 また、平成 13 年度から普通交付税の一部が臨時財政対策債に振り替えられているが、平成 22 年

度から臨時財政対策債の発行可能額について、地方全体の財源不足の影響や財政力の弱い市町村に

配慮した算出方式が導入されている。臨時財政対策債は、前年度と比較すると、3億 3,620 万 1千円

（73.9％）の減となっており、普通交付税に臨時財政対策債を加えた実質的な普通交付税額では、

前年度と比較すると、5億 606 万 2 千円（7.4％）の減となっている。 

 

（５）市債の状況 

令和４年度における発行額は、8億 3,850 万 5 千円となり、前年度と比較すると 6億 2,330 万 1千

円（42.6％）の減となっている。 

 これは、船越小学校の改修に係る船越小学校整備事業債 3,960 万円の増のほか、社会資本整備総

合交付金事業債 2,940 万円、公共施設等除却事業債 2,470 万円などの増があったものの、臨時財政

対策債 3 億 3,620 万 1 千円、男鹿駅周辺整備事業債 2 憶 440 万円、防災行政無線整備事業債 6,070

万円、庁舎大規模改修事業債 5,100 万円の減があったことによるものである。 
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３ 歳出決算の状況 

（１）総括 

 歳出決算額を前年度と比較すると、3億 3,416 万円（1.9％）の減となった。 

（２）分析 

 ①性質別                             （単位：千円、％） 

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比
7,153,625 40.6 △ 400,369 △ 5.3 7,553,994 42.0

人 件 費 2,255,826 12.8 △ 49,260 △ 2.1 2,305,086 12.8

扶 助 費 3,314,972 18.8 △ 272,480 △ 7.6 3,587,452 20.0

公 債 費 1,582,827 9.0 △ 78,629 △ 4.7 1,661,456 9.2

1,391,929 7.9 △ 247,088 △ 15.1 1,639,017 9.1

普 通 建 設 事 業 費 1,369,364 7.8 △ 251,661 △ 15.5 1,621,025 9.0

う ち 補 助 事 業 費 286,276 1.6 115,526 67.7 170,750 0.9

う ち 単 独 事 業 費 1,020,604 5.8 △ 345,675 △ 25.3 1,366,279 7.6

3,765,701 21.3 70,335 1.9 3,695,366 20.6

2,386,723 13.5 188,766 8.6 2,197,957 12.2

1,320,437 7.5 1,447 0.1 1,318,990 7.4

1,067,483 6.1 157,549 17.3 909,934 5.1

554,124 3.1 △ 104,800 △ 15.9 658,924 3.6

17,640,022 100.0 △ 334,160 △ 1.9 17,974,182 100.0歳 出 合 計

内
訳

内
訳

投 資 的 経 費

補 助 費 等

令和３年度令和４年度

物 件 費

そ の 他

繰 出 金

積 立 金

区　　分

義 務 的 経 費

 

                         ※構成比の合計は端数処理の関係で一致しない場合がある。 

人件費、扶助費、公債費を合わせた義務的経費については、前年度と比較すると、総額で 4億 36

万 9 千円（5.3％）の減となっている。 

このうち、人件費は前年度との比較で、4,926 万円（2.1％）の減となった。これは、退職手当負

担金の減などによる。 

扶助費は、前年度との比較で、2億 7,248 万円（7.6％）の減となった。これは、住民税非課税世

帯や子育て世帯に対する給付金の減などによる。 

公債費は、前年度との比較で、7,862 万 9 千円（4.7％）の減となった。これは、発行抑制の取組

や償還の完了などにより、市債元金で 7,490 万 8 千円の減、市債利子で 372 万 1 千円の減となった

ことによる。 

普通建設事業費、災害復旧事業費を合わせた投資的経費は、前年度との比較で、2億 4,708 万 8千

円（15.1％）の減となった。このうち、普通建設事業費は、前年度との比較で、2億 5,166 万 1 千円

（15.5％）の減となっており、男鹿駅周辺整備事業で 2 憶 6,939 万 5 千円、防災行政無線整備事業

で 1 憶 2,700 万 4 千円、学校空調設備設置事業で 6,699 万 4 千円の減となったことなどによるもの

である。 

物件費は、前年度との比較で、1億 8,876 万 6千円（8.6％）の増となった。これは、光熱水費の

高騰や、給食センターの民間委託開始、八望台の危険建物除却費などによるものである。 

積立金は、前年度との比較で、1憶 5,754 万 9 千円（17.3％）の増となった。これは、減債基金へ

の積立金の増によるものである。 
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②目的別                            （単位：千円、％） 

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比
148,819 0.8 △ 16,622 △ 10.0 165,441 0.9

2,548,119 14.4 △ 172,200 △ 6.3 2,720,319 15.1

5,786,499 32.8 △ 352,365 △ 5.7 6,138,864 34.2

社 会 福 祉 費 1,953,392 11.1 △ 69,589 △ 3.4 2,022,981 11.3

老 人 福 祉 費 1,614,093 9.2 31,141 2.0 1,582,952 8.8

児 童 福 祉 費 1,290,841 7.3 △ 230,122 △ 15.1 1,520,963 8.5

生 活 保 護 費 854,537 4.8 △ 116,018 △ 12.0 970,555 5.4

そ の 他 73,636 0.4 32,223 77.8 41,413 0.2

1,789,213 10.1 114,391 6.8 1,674,822 9.3

29,854 0.2 1,582 5.6 28,272 0.2

934,753 5.3 193,798 26.2 740,955 4.1

1,233,744 7.0 △ 9,761 △ 0.8 1,243,505 6.9

1,281,363 7.3 △ 60,459 △ 4.5 1,341,822 7.5

896,199 5.1 △ 58,205 △ 6.1 954,404 5.3

1,386,067 7.9 97,775 7.6 1,288,292 7.2

22,565 0.1 6,535 40.8 16,030 0.1

1,582,827 9.0 △ 78,629 △ 4.7 1,661,456 9.2

0 0.0 0 - 0 0.0

17,640,022 100.0 △ 334,160 △ 1.9 17,974,182 100.0

民 生 費

議 会 費

令和３年度令和４年度

歳 出 合 計

農 林 水 産 業 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

労 働 費

商 工 費

土 木 費

教 育 費

消 防 費

衛 生 費

区　　分

総 務 費

内
訳

 

 ※構成比の合計は端数処理の関係で一致しない場合がある。 

総務費は、男鹿駅周辺整備事業や総合行政情報システム更新事業の終了、調整負担金の廃止によ

る退職手当負担金の減などにより前年度との比較で 1億 7,220 万円（6.3％）の減となっている。 

民生費は、住民税非課税世帯や子育て世帯への給付金給付事業の減や、被保護世帯数の減などに

より、前年度との比較で 3億 5,236 万 5 千円（5.7％）の減となっている。 

衛生費は、病院・上水道事業会計負担金や新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業国庫補

助金等返還金、八郎湖周辺清掃事務組合負担金などの増などにより前年度との比較で 1 億 1,439 万

1 千円（6.8％）の増となっている。 

農林水産業費は、肥料価格高騰緊急支援事業や低コスト技術等導入支援事業費補助金、漁業経営

復旧・再開支援対策事業などの増により、前年度との比較で 1 億 9,379 万 8 千円（26.2％）の増と

なっている。 

土木費は、除雪費の減などにより、前年度との比較で 6,045 万 9千円（4.5％）の減となっている。 

消防費は、防災行政無線整備事業の減などにより、5,820 万 5 千円（6.1％）の減となっている。 

教育費は、船越小学校整備事業や文化会館改修事業、B＆G海洋センター体育館大規模改修事業、

学校給食調理等業務委託事業などの増により、前年度との比較で 9,777 万 5 千円（7.6％）の増とな

っている。 
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４ 市債と基金の状況 

（１）市債残高の状況 

市債発行額は、船越小学校整備事業債や社会資本整備総合交付金事業債などの増があったものの、

臨時財政対策債や男鹿駅周辺整備事業債の減などにより、8億 3,850 万 5千円となった。 

 市債残高は、平成 18 年度をピークに減少し、平成 23 年度に 160 億 3,425 万 3 千円となった後、

東日本大震災を契機に小中学校や庁舎の耐震補強工事を行ったこと等により一時的な増加はあった

ものの減少傾向にあり、令和４年度決算においては前年度と比較すると、7億 28 万 7 千円の減とな

り、残高は 129 億 451 万 2 千円となっている。 

 市債残高の利率別の構成比は、3％以下の利率分が 99.94％、3％超～6％以下が 0.06％となってお

り、平成 17 年度の構成比（3％以下の利率分が 83.3％、3％超～6％以下が 14.5％、6％超が 2.2％）

と比べると、近年の低金利に加え、かつて高い利率で借り入れた市債の償還が終了していることに

併せて、公的資金の補償金免除繰上償還制度を利用して、財政融資資金等を繰上償還、低利債に借

り換えたことなどにより、利率 3％以下が大半を占めている。 

 

（２）基金の状況 

財政調整基金は、歳出の財源不足を補うため、令和 4 年度においては 7 億 3,398 万 4 千円を取り

崩し、令和 3 年度決算剰余金 1 億 9,100 万円と令和 4 年度中に 3 億 5,838 万 9 千円、合わせて 5 億

4,938 万 9 千円を積み立て、令和 4年度末現在高は 23 億 5,368 万 8 千円となっている。 

減債基金は、4億 3千円を積み立て、令和 4年度末現在高は 5億 2,521 万 4 千円となっている。 

 特定目的基金は、地域振興基金においては、地域振興基金活用事業の財源として 8 万 9 千円を取

り崩し、67 万 6千円を積み立て、令和 4年度末残高は 9億 2,937 万 8千円となっている。 

 教育施設整備基金においては、船越小学校大規模改修事業の財源とするため 2 億 7 千円を積み立

て、令和 4年度末現在高は 4億 332 万 7千円となっている。 

過疎地域持続的発展基金においては、各施設の維持補修や解体の財源として 3,601 万 7 千円を取

り崩し、8,070 万 8 千円を積み立て、令和 4年度末現在高は 4億 4,061 万 4 千円となっている。 

森林環境譲与税基金においては、森林環境譲与税活用事業の財源として 1,985 万 6 千円を取り崩

し、2,549 万 8千円を積み立て、令和 4年度末残高は 2,883 万 3千円となっている。 

企業版ふるさと納税地方創生基金は、結婚トータルサポート事業の財源として 10万 1 千円を取り

崩し、220 万 4千円を積み立て、令和 4年度末現在高は 1,220 万 5 千円となっている。 

 定額運用基金については、利息分の積立てを行っている。 

なお、これら基金全体の現在高は、前年度と比較すると 4 億 6,843 万 8 千円の増となり、令和 4

年度末現在高は 47 億 8,767 万 7千円となっている。  
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財政状況の分析（普通会計ベース） 

 

 一般会計の財政状況については、ここまで説明したとおりであるが、市全体の財政状況を理解し

ていただくためには、普通会計によることが適当である。 

 普通会計とは、すべての会計のうち公営企業会計としての性格を有する特別会計を除いた会計を

合算し、会計間の重複する部分を調整した、統計処理上の会計である。特別会計の設置は自治体の

裁量によるため、一般会計で処理している事業の範囲は自治体により異なる。 

このため、自治体相互の比較や時系列分析ができるよう、国の基準に基づく統一的な会計区分を

設けており、男鹿市では一般会計と診療所特別会計のうち、へき地診療所に関する事業を合算及び

調整し、普通会計として統計処理を行っている。 

 

１ 実質的な収支の状況 

歳入における繰入金や、歳出における積立金などを除く、実質的な収支の状況を見ると、令和 4年

度決算においては、歳入が歳出を上回っている。 

                   （単位：千円） 

【決算統計値による】 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

歳入総額① 17,285,688 16,171,195 15,472,966 19,667,405 18,421,465 18,096,760

歳出総額② 16,993,700 15,804,413 15,080,027 19,074,419 17,967,558 17,631,335

繰入金③ 719,851 376,269 38,452 136,174 114,309 808,502

積立金④ 341,232 366,676 289,169 476,057 909,934 1,067,483

繰上償還金⑤ 0 231 237 281 0 0

実質歳入①－③＝⑥ 16,565,837 15,794,926 15,434,514 19,531,231 18,307,156 17,288,258

実質歳出②－④－⑤＝⑦ 16,652,468 15,437,506 14,790,621 18,598,081 17,057,624 16,563,852

翌年度への繰越財源⑧ 23,206 28,095 1,364 51,344 14,638 11,114

実質的な収支額
⑥－⑦－⑧

△ 109,837 329,325 642,529 881,806 1,234,894 713,292
 

２ 経常収支の状況 

 経常収支比率は 92.9％となり、前年度より 5.2 ポイント増加した。 

前年度と比較すると、経常経費充当一般財源等（分子）で 5,521 万 4 千円（0.6％）増加したこと

や、経常一般財源等（分母）で 5億 5,856 万 3千円（5.1％）減少したことにより、比率は増加した。 

経常経費充当一般財源等（分子）の増は、物件費において、燃料費高騰による光熱水費の増や令和

4年度より開始した給食センター委託料の増があったことや、補助費において、一部事務組合への負

担金や公営企業会計に対する繰出金の増があったことなどによるものである。 

経常一般財源等（分母）の減は、臨時財政対策債 3 億 3,620 万 1 千円、普通交付税 1 億 6,986 万

1 千円、新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金（地方特例交付金）5,361 万 8千

円などが減となったことによるものである。 
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３ 健全化判断比率 

 地方公共団体の財政の健全化に関する法律の施行により、平成 20 年度から地方公共団体

４つの財政指標からなる「健全化判断比率」と、公営企業会計毎に算出する「資金不足比

率」を毎年度の決算に基づき算定している。 

その後、監査委員の審査に付した上で議会に報告し、公表しており、普通会計に係る健

全化判断比率は次のとおりである。

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

― 9.4 36.6

― 9.3 29.7

― △ 0.1 △ 6.9

13.28 18.28 25.0 350.0

20.00 30.00 35.0

R3算定比率

増減

R4算定比率

区       分

早期健全化基準

財政再生基準
 

【用語】  
◎実質赤字比率  
 標準財政規模に対する一般会計等の実質赤字額の割合 
 
◎連結実質赤字比率 
 標準財政規模に対する連結実質赤字額の割合。すべての会計を対象とし、地方公共団体の

実質的な資金不足の状況を示す指標。各会計の赤字・黒字の要素を連結して把握し、当該団

体の財政運営上の課題を把握しようとするものである。 
 
◎実質公債費比率 

 地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的に収入される財源の

うち、公債費や公営企業債などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費相当額に充当

されたものの占める割合の過去３ヵ年の平均値。18％以上 25％未満の団体は公債費負担適

正化計画の内容及び実施状況により、25％以上 35％未満の団体は、財政健全化計画の内容

及び実施状況に応じて、地方債の発行に際して許可が必要となる。 

 さらに、35％以上の団体は財政再生計画の策定が義務付けられ、当該計画について総務大

臣の同意を得ない限り、地方債の発行が制限される。  
 
◎将来負担比率  
一般会計等や公営企業会計、一部事務組合等の借入金などの負債のうち、一般会計等が将

来負担すべき実質的な負債の標準財政規模を基本とした額に対する比率で、この比率が高い

場合は、一般財源規模に比べ、将来負担額が大きいことを表している。  
 

◎早期健全化基準  
 財政の早期健全化を図るべき基準。地方公共団体は、健全化判断比率の４指標のうちいず

れかが早期健全化基準以上である場合には、当該健全化判断比率を公表した年度の末日まで

に、当該年度を初年度とする財政健全化計画を定めなければならないこととなる。  
 
◎財政再生基準  
 財政の再生を図るべき基準。地方公共団体は再生判断比率（健全化判断比率のうち将来負

担比率を除いた３指標）のいずれかが財政再生基準以上である場合には、当該再生判断比率

を公表した年度の末日までに、当該年度を初年度とする財政再生計画を定めなければならな

いこととなる。  
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２．令和５年度歳入歳出予算の執行状況
（１）一般会計の執行状況

歳入の状況

収入済額

当初予算額 補正予算額等 ９月末計（A）
上半期

4/1～9/30
（B）

1 3,166,840 3,166,840 2,100,669 66.3

2 201,365 201,365 62,177 30.9

3 600 600 330 55.0

4 7,000 7,000 1,161 16.6

5 8,400 8,400

6 38,600 38,600 18,276 47.3

7 662,400 662,400 352,438 53.2

8 6,900 6,900 2,000 29.0

9 11,100 11,100 4,048 36.5

10 9,900 9,900

11 15,600 15,600 11,181 71.7

12 6,554,752 6,554,752 4,539,766 69.3

13 2,200 2,200 1,098 49.9

14 14,231 14,231 4,597 32.3

15 168,105 168,105 86,113 51.2

16 1,807,226 466,213 2,273,439 688,395 30.3

17 1,012,346 61,356 1,073,702 199,451 18.6

18 26,726 26,726 10,029 37.5

19 400,000 2,000 402,000 162,290 40.4

20 760,898 62,272 823,170

21 50,000 128,254 178,254 235,426 132.1

22 389,755 4,200 393,955 19,614 5.0

23 2,289,056 △ 67,484 2,221,572 5,600 0.3

17,604,000 656,811 18,260,811 8,504,659 46.6

※補正予算額等及び収入済額には、前年度からの繰越分を含む。

予算現額

収入率
（B）/（A）

区 分

諸 収 入

市 債

歳 入 合 計

市 税

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別
交 付 金

国 有 提 供 施 設 等
所 在 市 助 成 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

（令和５年９月３０日現在）

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

ゴ ル フ 場 利 用 税
交 付 金

配 当 割 交 付 金

株式等譲渡所得割交付金

(単位：千円、％)

法 人 事 業 税 交 付 金
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歳出の状況

支出済額

当初予算額 補正予算額等 ９月末計（A）
上半期

4/1～9/30
（B）

1 156,346 156,346 80,763 51.7

2 1,419,711 52,365 1,472,076 612,323 41.6

3 6,719,094 107,552 6,826,646 2,543,748 37.3

4 1,664,496 152,812 1,817,308 1,063,178 58.5

5 30,257 30,257 11,749 38.8

6 679,979 177,969 857,948 272,806 31.8

7 1,022,041 34,576 1,056,617 539,934 51.1

8 1,540,340 6,993 1,547,333 493,154 31.9

9 885,688 2,300 887,988 421,321 47.4

10 1,940,246 43,858 1,984,104 787,345 39.7

11 9,624 90,100 99,724 25,743 25.8

12 1,521,177 1,521,177 641,515 42.2

13 1 1

14 15,000 △ 11,714 3,286

17,604,000 656,811 18,260,811 7,493,579 41.0歳 出 合 計

議 会 費

諸 支 出 金

予算現額

土 木 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

民 生 費

農 林 水 産 業 費

(単位：千円、％)

商 工 費

※2 補正予算額等に予備費充用額を含む。
※1 補正予算額等及び支出済額には、前年度からの繰越分を含む。

支出率
（B）/（A）

区 分

予 備 費

公 債 費

消 防 費

総 務 費

衛 生 費

労 働 費

12



31億 21億
6,684万円 67万円

65億 45億

5,475万円 3,977万円

22億 6億

7,344万円 8,839万円

10億 1億

7,370万円 9,945万円

8億

2,317万円 0万円

22億

2,157万円 560万円

21億 9億

4,734万円 7,078万円

182億 85億

6,081万円 466万円

14億 6億

7,208万円 1,232万円
68億 25億
2,664万円 4,375万円

18億 10億
1,731万円 6,318万円

8億 2億
5,795万円 7,281万円

10億 5億
5,662万円 3,993万円

15億 4億
4,733万円 9,315万円

8億 4億
8,799万円 2,132万円

19億 7億
8,410万円 8,735万円

15億 6億
2,118万円 4,152万円

2億 1億
8,961万円 1,825万円

182億 74億
6,081万円 9,358万円

予算額 収入済額

地  方
交付税

市  税

国  庫
支出金

県  支
出  金

繰入金

市  債

その他

合計

予算額 支出済額

その他

合計

商工費

農林水
産業費

公債費

消防費

教育費

土木費

衛生費

総務費

民生費

(41.6%)

(37.3%)

(58.5%)

(31.8%)

(51.1%)

(31.9%)

(47.4%)

(39.7%)

(42.2%)

(40.8%)

(41.0%)

－ 令和５年度一般会計予算及び執行状況（９月末現在） －
※予算額には、前年度からの繰越分 9,831万円を含みます。

(66.3%)

(69.3%)

(30.3%)

(18.6%)

(0.0%)

(0.3%)

(45.2%)

(46.6%)

歳 入 （ 収入率 ）

歳 出
（ 執行率 ）
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(
単

位
：

千
円

、
％

)

収
入

済
額

支
出

済
額

当
初

予
算

額
補

正
予

算
額

9
月

末
計

（
A
）

上
半

期
（

B
）
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半

期
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0
0

5
,
2
3
6
,
4
1
6

2
,
3
0
2
,
7
7
5

4
4
.
0

2
,
0
8
5
,
7
3
4

3
9
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7
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6
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2

2
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6
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6
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2

2
,
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4
6
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4
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2
,
0
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9

4
3
2
,
0
4
9

1
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7
,
2
9
7

3
1
.
8

1
3
4
,
3
2
0

3
1
.
1

2
,
9
7
7

9
,
5
8
0
,
8
5
8

1
,
4
0
0

9
,
5
8
2
,
2
5
8

4
,
1
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4
,
2
0
9

4
3
.
4

3
,
6
9
9
,
3
3
1

3
8
.
6

4
5
4
,
8
7
8

（
２

）
特

別
会

計
の

執
行

状
況

（
令

和
５

年
９

月
３

０
日

現
在

）

合
計

国
民

健
康

保
険

特
別

会
計

介
護

保
険

特
別

会
計

（
保

険
事

業
勘

定
）

予
 
算

 
現

 
額

後
期

高
齢

者
医

療
特

別
会

計

診
療

所
特

別
会

計

収
支

差
引

額
（

B
)
－

(
C
）

区
分

収
入

率
(
B
)
/
(
A
)

支
出

率
(
C
)
/
(
A
)

介
護

保
険

特
別

会
計

（
介

護
サ

ー
ビ

ス
事

業
勘

定
）
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（
３
）
企
業
会
計
の
執
行
状
況
(
令
和
５
年
９
月
３
０
日
現
在
）

区
分

区
分

収
入
予
算
額

収
入
済
額

収
入
率

支
出
予
算
額

支
出
済
額

執
行
率

収
益
的
収
支

2
,
6
9
7
,
6
0
1

1
,
3
5
4
,
5
3
4

5
0
.
2

2
,
7
2
3
,
4
1
9

1
,
0
9
1
,
5
6
0

4
0
.
1

資
本
的
収
支

3
4
8
,
2
0
5

1
8
7
,
1
4
7

5
3
.
7

4
5
2
,
0
3
0

1
7
4
,
8
7
0

3
8
.
7

収
益
的
収
支

6
1
6
,
3
1
0

2
8
1
,
5
0
4

4
5
.
7

7
2
4
,
1
7
5

1
6
5
,
5
9
0

2
2
.
9

資
本
的
収
支

1
5
8
,
1
7
6

1
4
,
2
1
6

9
.
0

5
0
8
,
4
0
9

9
5
,
0
2
7

1
8
.
7

収
益
的
収
支

7
1
7
,
3
5
1

2
7
9
,
4
1
6

3
9
.
0

7
2
2
,
2
1
7

1
9
8
,
7
6
1

2
7
.
5

資
本
的
収
支

8
,
5
2
0

0
0
.
0

1
3
0
,
5
4
4

3
3
,
7
0
4

2
5
.
8

収
益
的
収
支

1
,
1
0
8
,
5
4
9

4
7
1
,
9
9
1

4
2
.
6

9
1
3
,
1
6
8

1
2
0
,
4
7
9

1
3
.
2

資
本
的
収
支

3
3
7
,
6
1
7

2
,
0
7
0

0
.
6

8
2
9
,
8
5
8

3
6
2
,
5
7
6

4
3
.
7

◎
　
資
本
的
収
入
額
が
資
本
的
支
出
額
に
対
し
不
足
す
る
額
の
措
置

 
※
令
和
５
年
度
よ
り
下
水
道
事
業
会
計
、
農
業
集
落
排
水
事
業
会
計
、
漁
業
集
落
排
水
事
業
会
計
を
統
合
。

上
水
道
事
業
会
計

ガ
ス
事
業
会
計

（
単
位
：
千
円
、
％
）

男
鹿
み
な
と
市
民

病
院
事
業
会
計

下
水
道
事
業
会
計

　
当
年
度
分
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整
額
、
過
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
で
補
塡
す
る
。

　
当
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
、
建
設
改
良
積
立
金
、
繰
越
利
益
剰
余
金
処
分
額
、
当
年
度
利
益
剰
余
金
処
分
額
で
補
塡

　
当
年
度
分
消
費
税
及
び
地
方
消
費
税
資
本
的
収
支
調
整
額
、
過
年
度
分
・
当
年
度
分
損
益
勘
定
留
保
資
金
で
補
塡
す
る
。

　
す
る
。

　
一
時
借
入
金
で
措
置
す
る
。

下
水
道
事
業
会
計

男
鹿
み
な
と
市
民
病
院
事
業
会
計

上
水
道
事
業
会
計

ガ
ス
事
業
会
計
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（A） （B） （C） （C）/（A） （C）/（B）

961,226 938,962 425,322 44.2 45.3

781,172 818,922 308,688 39.5 37.7

180,054 120,040 116,634 64.8 97.2

1,874,934 2,025,119 1,477,023 78.8 72.9

1,182,183 1,332,368 784,272 66.3 58.9

692,751 692,751 692,751 100.0 100.0

97,554 100,056 93,557 95.9 93.5

194,784 103,644 84,268 43.3 81.3

13,067 8,014 8,014 61.3 100.0

25,275 12,679 12,485 49.4 98.5

3,166,840 3,188,474 2,100,669 66.3 65.9

※９月末住民基本台帳人口 (24,189人) で一人当たり負担額を算出した。

　なお、個人が負担する性質の市民税（個人分）、固定資産税（国有資産等所在市交付金除く）、
軽自動車税、市たばこ税、入湯税のみで算出した場合の負担額の合計は、53,052円である。

固 定 資 産 税

鉱 産 税

入 湯 税

合 計

28,639

3,868軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

86,844

3,484

331

17,583

一人当たり負担額
（円）

区　　　　　　分

３．住民負担の状況（令和５年９月３０日現在）

市 民 税

収入済額
（千円）

収入率（％）
予算現額
（千円）

調定済額
（千円）

（C)/人口

516

12,761個 人 分

法 人 分

国 有 資 産 等
所 在 市 交 付 金

4,822

61,062

32,423

固 定 資 産 税
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４
．

市
債

及
び

一
時

借
入

金
の

状
況

（
令

和
５

年
９

月
３

０
日

現
在

）

（
１

）
　

市
債

の
現

在
高

（
単

位
：

千
円

）

下
水

道
事

業
会

計
統

合
に

係
る

異
動

分
当

該
年

度
中

起
債

見
込

額
当

該
年

度
中

元
金

償
還

見
込

額

一
般

会
計

1
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7
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,
6
9
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,
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9
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1
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0
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2
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1
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1
,
4
7
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2
4
1

1
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,
6
5
1
,
8
4
3

男
鹿

み
な

と
市

民
病

院
事

業
会

計
1
,
8
6
1
,
7
7
3

1
,
6
2
8
,
4
6
6

1
,
5
6
8
,
5
5
7

1
4
6
,
8
0
0

2
7
1
,
5
8
6

1
,
4
4
3
,
7
7
1

上
水

道
事

業
会

計
2
,
0
4
7
,
5
9
9

1
,
9
6
0
,
9
3
0

1
,
9
0
2
,
2
8
4

9
5
,
9
0
0

1
5
7
,
1
7
3

1
,
8
4
1
,
0
1
1

ガ
ス

事
業

会
計

2
6
7
,
9
1
1

2
9
4
,
9
1
9

2
9
0
,
0
3
8

8
,
4
0
0

2
1
,
4
0
1

2
7
7
,
0
3
7

下
水

道
事

業
会

計
8
,
8
2
1
,
4
2
9

8
,
3
4
7
,
8
0
0

7
,
8
6
8
,
8
7
3

5
6
5
,
9
4
3

2
3
6
,
5
0
0

7
9
2
,
2
7
1

7
,
8
7
9
,
0
4
5

農
業

集
落

排
水

事
業

会
計

2
4
8
,
3
0
4

2
0
5
,
3
2
4

1
6
1
,
2
3
1

△
 
1
6
1
,
2
3
1

0

漁
業

集
落

排
水

事
業

会
計

4
6
2
,
5
3
9

4
3
3
,
9
0
3

4
0
4
,
7
1
2

△
 
4
0
4
,
7
1
2

0

合
計

※
3
7
,
9
9
3
,
0
5
6

2
7
,
4
6
6
,
2
4
8

2
6
,
4
7
6
,
1
4
1

2
5
,
1
0
0
,
2
0
7

0
2
,
7
0
9
,
1
7
2

2
,
7
1
6
,
6
7
2

2
5
,
0
9
2
,
7
0
7

※
デ

イ
サ

ー
ビ

ス
事

業
特

別
会

計
分

を
含

む
。

（
２

）
　

一
時

借
入

金
の

現
在

高
※

会
計

間
の

資
金

融
通

は
除

く
。

・
全

会
計

な
し

1
1
,
0
5
0
,
6
0
2

6
9
7
,
1
6
4

4
5
6
,
0
5
3

　
市

債
は

公
共

施
設

や
土

木
施

設
等

の
建

設
及

び
災

害
復

旧
事

業
等

、
多

額
の

経
費

を
要

し
、

そ
の

事
業

効
果

が
後

年
度

に
及

ぶ
も

の
の

財
源

に
充

て
る

た
め

の
借

入
金

で
、

会
計

年
度

を
越

え
て

償
還

し
て

い
く

長
期

借
入

金
で

す
。

　
令

和
４

年
度

末
の

現
在

高
は

、
2
5
1
億

2
0
万

7
千

円
と

な
っ

て
い

ま
す

。
令

和
５

年
度

末
に

お
け

る
現

在
高

見
込

額
は

2
5
0
億

9
,
2
7
0
万

7
千

円
と

な
り

、
令

和
４

年
度

末
に

比
べ

0
.
0
3
％

程
、

減
少

す
る

見
込

み
で

す
。

令
和

５
年

度
末

現
在

高
見

込
額

1
7
,
1
1
7
,
4
8
5

4
,
4
0
1
,
4
3
8

3
,
7
4
5
,
3
2
7

令
和

４
年

度
末

現
在

高

令
和

５
年

度
中

増
減

見
込

2
7
3
,
0
1
5

区
分

平
成

１
７

年
度

末
現

在
高

令
和

２
年

度
末

現
在

高
令

和
３

年
度

末
現

在
高
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